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低炭素社会シナリオ下でのエネルギー安全保障の評価 

 松本研究室  1112002  生田遥 

１．背景・論点 

日本がエネルギー政策を重視し始めたのは，1973年

の第一次石油危機がきっかけであった．当時，日本の

産業および国民生活は大打撃を受けた．これを受け，

日本はエネルギーの安定供給を最優先したエネルギー

政策を展開するようになった．2014年に閣議決定され

た第 4 次エネルギー基本計画では，エネルギー政策の

基本方針として，「3E（Energy Security・Economic 

Efficiency・Environment）」という基本的な視点に，安全

性の確保「S（Safety）」の視点を加味したエネルギー安

全保障の考えの重要性が改めて示された 1)．さらに，

2015年に経済産業省が策定した長期エネルギー需給見

通しでは，再生可能エネルギーを最大限に導入し，海

外から安定的かつ安価にエネルギー資源を調達する体

制の構築が 2030年までに必要だと示された 1)． 

低炭素社会の実現とエネルギー安全保障の向上の関

連について述べると，2011年に双方の関連について関

心が寄せられた．これは，同年に発生した東日本大震

災による福島第一原子力発電所の事故を受け原子力発

電所が停止されたことに伴ったものである．その後，

低炭素社会の構築にエネルギー供給の安定の重要性が

加えられた 2)．さらに，2013年以降の地球温暖化対策・

施策に関する政府検討会では，2050年までに温室効果

ガスを 80%削減できるような日本の将来像について検

討され，自国のエネルギー供給の脆弱性について，低

炭素社会の実現に関わる課題であると示された 3)． 

山田（2007）4)は，日本のエネルギー安全保障につい

ての先行研究には定量的な評価がなされているものが

少ないことを指摘し，定量的に日本の水準を評価した．

そして，日本のエネルギー安全保障は着実に改善しつ

つあるが，2007年時点では先進諸国中で平均以下の水

準であることが示された． 

資源エネルギー庁（2014）5)は，化石燃料の主な調達

先である中東や輸送経路であるアジアの一部の調達に

関するリスクが存在することや，各国の社会問題を契

機にエネルギーの需給構造は変化しつつあることを示

した．そして，試算より日本のエネルギー安全保障水

準の低さの要因は，低いエネルギー自給率，高いエネ

ルギーの中東依存度，および地理的条件であることが

明らかにされた． 

また，日本の現在の施策の組み合わせで CO2排出量

がどの程度削減できるかを把握するため，文献調査を

行った．藤野ら（2007）6)は，一定の十分なサービスを

国民に供給できる経済成長の下で，2050 年の日本の

CO2排出量を1990年比で70%削減できる技術的な可能

性があるかを分析した．そして，2007年時点で行われ

ている施策の組み合わせでも，CO2排出量 70%削減を

実現できる可能性があることが示された．  

Matsumoto et al. (2016)7) は，気候変動に関する政府間

パネルが採択した気候変動に関する 2 つのシナリオと

気候変動政策が含まれていないシナリオを用いて，

2100年までのエネルギー構造の変化を分析し，気候緩

和とともにエネルギー安全保障の水準が向上すること

を明らかにした． 

上記のような状況から，日本のエネルギー政策にお

いてエネルギー安全保障の考えは，低炭素社会の構築

と密接に関連し，並行して実現するべき課題として重

要視されている 2),3)．また，日本においてもエネルギー

安全保障の向上と低炭素社会の実現のために，自立し

たエネルギー供給を可能にする社会構造へ転換する必

要性は高い．先行研究では，エネルギー安全保障につ

いて定量的な評価が必要とされていることが述べられ

ており，実際に研究されているが，将来の社会シナリ

オの違いにより変化するエネルギー需給状況に関する

予測値を複数用いて比較されているものは少ない．ま

た，先行研究において，日本のエネルギー安全保障に

関する水準の低さの要因は示されているが，今後水準

を向上させるためには，日本においてどのような社会

構造に移行することが効果的であるかを示すような将

来の予測に関する研究は見られない．以上より，今後

エネルギー安全保障の水準を向上するために，将来日

本はどのような社会構造へ移行することが望ましいの

かを分析することが重要であるといえる． 

 

２．研究の目的・意義 

本研究は，低炭素社会の実現に関連する重要な課題

であるエネルギー安全保障を高めるために，必要な社

会経済的な要因を明らかにし，将来日本はどのような

社会構造へ移行することがエネルギー安全保障の面で

望ましいかを示すことを目的とする． 

本研究の意義は，今後のエネルギー政策策定の際に，

日本の社会構造の違いにより，エネルギー安全保障の

水準がどのように変化するかを示す資料となることで

ある． 

 

３．研究方法 

(1)2050低炭素ナビ 

本研究の分析に用いる 2050低炭素ナビ（以下，低炭素

ナビ）とは，地球環境戦略研究機関・国立環境研究所に

よって提供されているツールである 8)．低炭素ナビで

は，社会シナリオ，および社会シナリオの条件に基づ

いて設定するエネルギー需給状況・人々の行動などの
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程度に関するレベルにより，2010～2050年（5年ごと）

のエネルギー供給構造などの予測値を算出することが

できる． 

低炭素ナビ内で用いられる社会シナリオとは，2013

年の政府検討会 3)で使用された 5 種類を指している．

本研究において各社会シナリオを取り上げる際は，そ

れぞれの社会シナリオをものづくり統括拠点（R&D）

社会，メイドインジャパン（MIJ）社会，サービスブラ

ンド（SB）社会，資源自立（RI）社会，そして分かち

合い（Share）社会と呼ぶ． 

本研究の分析には，3種類のレベルの組み合わせを用

いる．1つ目は，温室効果ガス排出量削減に向けて，現

状以上の努力をしないレベル 1 である．2 つ目は実現

可能性が少なからずあり，温室効果ガス排出量削減に

向けて最大限の改善努力をしているレベル 4 である．

そして 3 つ目は，長期エネルギー需給見通し 1)で示さ

れている 2030 年時点でのエネルギー需給状況に沿っ

て調整したレベル（以下，調整レベル）である． 

(2)指標 

本研究では，Lehr (2009)9)の指標を用いて，エネルギ

ー安全保障の評価指標（S1・S2・S3）を構築した（式（2-

1, 2-2, 2-6））． 

 

𝑆1 = − ∑ 𝑝𝑖𝑙𝑛(𝑝𝑖)
𝑁

𝑖=1
 

(2-1) 

𝑆2 = − ∑ 𝐶2𝑖𝑝𝑖𝑙𝑛(𝑝𝑖)
𝑁

𝑖=1
 

(2-2) 

ただし，  

𝐶2𝑖 = (1 − 𝑖𝑚𝑖 (1 −
𝑠𝑚2𝑖

𝑆𝑀𝑖

)) 
(2-3) 

 𝑠𝑚2𝑖 = − ∑ 𝑚𝑖𝑗𝑙𝑛(𝑚𝑖𝑗)
𝑀

𝑗=1
 

(2-4) 

𝑆𝑀𝑖 = −𝑀
1

𝑀
𝑙𝑛

1

𝑀
 

(2-5) 

𝑆3 = − ∑ 𝐶3𝑖𝑝𝑖ln(𝑝𝑖)
𝑁

𝑖=1
 

(2-6) 

ただし，  

𝐶3𝑖 = (1 − 𝑖𝑚𝑖 (1 −
𝑠𝑚3𝑖

𝑆𝑀𝑖

)) 
(2-7) 

 𝑠𝑚3𝑖 = − ∑ 𝑎𝑖𝑗 ∗ 𝑚𝑖𝑗ln (𝑚𝑖𝑗)
𝑀

𝑗=1
 

(2-8) 

pi: 各一次エネルギーの供給割合，imi: 各エネルギー源の

輸入依存度，mij: 各エネルギー源の輸入元国ごとの輸入割

合，aij:資源生産安定性（i は石油・石炭・天然ガスに適用

している），i: エネルギー種，N: 一次エネルギー種の総数，

j: 輸入国，M: 輸入国総数 

 

(3)データ 

評価に使用する将来のエネルギー供給に関する予測

値（変数 piの算出に用いる）および各エネルギーの輸

入量総量（変数 imiの算出に用いる）は，低炭素ナビの

算出結果を用いる．低炭素ナビで算出できない石油・

石炭・天然ガスの輸入国ごとの輸入量（変数mijの算出

に用いる）には，エネルギー経済研究所計量分析ユニ

ットが提供している最新 5年間（2010～2014年）の統

計情報 10)の平均値を用いる． 

同様に，低炭素ナビで算出できない国別の石油・石

炭・天然ガスの生産量（変数 aijの算出に用いる）には，

U. S. Energy Information Administration が提供するデー

タの最新 5年間（2010～2014年）の値 11) を用いる．ま

た，過去のエネルギー安全保障を評価する際に使用す

る，日本の一次エネルギー供給構成・エネルギー輸入

量に関しても，統計情報 10),11) を使用する． 

 

４．結果・考察 

(1)指標による過去のエネルギー安全保障の評価 

1982～2013年の S1・S2および 1990～2013年の S3を

それぞれ算出した．S3に関しては，石炭・石油・天然

ガスの生産量のデータが手に入った 1990 年から値を

算出した． S3の最大値は1993年の0.55，最小値は 2012

年の 0.31であった． 

また，S1・S2・S3すべての値が 2010年に最大値に達

した翌年から値が低下し，2012年に大幅に低落して最

小値にまで落ち込んだ．これは，東日本大震災の影響

による福島第一原子力発電所の事故を受け，原子力発

電による発電量が激減したためである． 

(2)社会シナリオによる指標の差異の比較 

 低炭素ナビに用いられている各社会シナリオごとの

エネルギー構成，および指標の算出結果の違いを比較

するため，低炭素ナビのレベルを全て調整レベルに設

定し，S1・S2・S3を算出した（図 1）． 

     

 

図 1 各社会シナリオ（調整レベル）における S1・

S2・S3の算出結果 

 

 図 1から，どの指標の算出結果においても，S1・S2・

S3の値の社会シナリオの大小関係は変わらない．S3の

値が大きい順に社会シナリオを挙げると，Share社会の

0.76，RI社会の 0.67，R&D社会の 0.66，SB社会の 0.65，

そして，MIJ社会の 0.56となった．また，2050年の一

次エネルギー構成において，MIJ 社会の化石燃料の割

合は 84.8%と社会シナリオの中で最も高く，Share社会

の構成割合は 75.6%と最も低くなった．また，MIJ社会

における再生可能エネルギーの割合は 12.7%と最も低
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く，Share社会における再生可能エネルギーの構成割合

は 20.3%と最も高くなった．  

さらに，各社会シナリオにおけるGDPの予測値を示

し（図 2），比較した．2050年のGDPの値はMIJの社

会 859兆円，R&D 社会の 826 兆円，SB の社会 761 兆

円，RI 社会の 632 兆円，Share 社会の 421 兆円の順に

高くなった．これらの結果から，S1・S2・S3の評価指

標全般の算出において GDP が大きくなるほどエネル

ギーの使用量が増加し，エネルギー安全保障の評価を

低下させる傾向があることが示された．これは，GDP

の値が大きいほど，一次エネルギー構成における石炭，

石油，天然ガスの供給量が増加する傾向があるためだ

と考えられる．低炭素ナビの計算上，設定されるレベ

ルが同じであれば再生可能エネルギーの供給量は社会

シナリオによって変わらない． 

 

 

図 2 各社会シナリオにおけるGDPの予測値 

 

一方，社会シナリオによってエネルギーの需要量は

変化する．低炭素ナビでは，再生可能エネルギーで不

足する供給量を化石燃料で埋め合わせるため，エネル

ギーの需要量が増加するほど，化石燃料の供給量が増

加する．  

(3)低炭素ナビのレベルの違いによる比較 

 次に，低炭素ナビで設定できるレベルの違いによっ

て評価指標の値がどのように変化するかを確認する．

そこで，MJI社会を選定し，低炭素ナビのレベル 1・4・

調整における S1・S2・S3を算出した．結果は図 3のと

おりである． 

 

 

図 3 MIJ社会のレベル 1・4・調整の S1・S2・S3の 

算出結果 

結果から，レベル 1での S1・S2・S3の値は徐々に低

下する傾向にあり，S3 の 2050 年の値は 0.26 という本

研究の最低値になった．今後，温室効果ガス排出量削

減に向けたエネルギー需給に対する努力がなければ，

エネルギー安全保障の値は下がり続け，過去最低値の

水準のよりも低くなる．一方，レベル 4での S1・S2・

S3の値は上昇傾向にあり，S3の 2050年の値は 1.13に

達した．このことから，社会シナリオの中で最も評価

が低い MIJ 社会でも，今後温室効果ガスの排出削減に

向けたエネルギー需給に対する努力のレベルを上げれ

ば，社会シナリオの中で最も評価が高い Share 社会で

の調整レベルの場合の算出結果を上回ることが示唆さ

れた． 

社会シナリオの差異により，2050年の調整レベルの

S3 の値は MIJ 社会の 0.56 から Share 社会の 0.76 まで

上昇するが，レベルを調整レベルから 4に変更すると，

2050年のMIJ社会の S3の値は 0.56から 1.13に上昇す

る．レベル 4 のエネルギー構成は，既存の原子力発電

所が再稼働し，2035年以降に新設炉の運転も開始され

るほか，バイオマス発電が火力発電の 30%導入され，

再生可能エネルギーによる発電量は現状の 4～10 倍お

よび新たに1400～1750万kWの設備が導入される状況

である．そのため，化石燃料による発電に依存する必

要性は減少し，評価指標に影響を与えたと考えられる．

以上より，経済発展の方向性や産業の違いを表す社会

シナリオよりも，温室効果ガス排出量削減のためのエ

ネルギー需給に対する努力の程度が結果に大きく影響

を与えるといえる． 

また，調整レベルのS3の値は 2030年に最大値の 0.67

に達するが，2035年に値が低下し，2050年には 0.56と

なった．この結果から，実際に日本が示している計画

に沿ったエネルギー需給状況に合わせた調整レベルよ

りも，温室効果ガス排出量削減に向けたエネルギー需

給や人々の行動が最大限努力されているレベル 4 の方

がエネルギー安全保障の評価を高くする影響を与える

ことがわかる．加えて，レベル 4・調整レベルの 2050

年の S3の値は，2010年の S3の値 0.31よりも高く，過

去最高値である 1993 年の 0.55 よりも高いことが示さ

れた． 

(4)各国の資源生産安定性の変化による結果の比較 

将来の輸入国の安定性による評価指標の違いを見る．

現時点では将来の各国の安定性を予測することができ

ないため，各国の生産安定性の変化によりエネルギー

安全保障の評価指標の結果がどのように変化するかを

比較する．そこで，各国の石油，石炭，ガスの生産安定

性 aijの値を変化させた．  

本分析では中東を aijの値を変化させる地域として取

り上げる．これは，日本のエネルギー供給割合が最も

高い石油の生産安定性の変化が，エネルギー安全保障

の評価に最も影響を与えると考えたためである． 
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全世界の国別の aijの値を求めたうえで，石油の輸入

量が最も多い中東地域の資源生産安定性 aijの値を全世

界の最大値・最小値になると仮定して結果を比較した．

S3の算出結果を図 4に示す．       

 

 

図 4 MJI社会（調整レベル）の中東地域の aijの値を

最大・最小にした S3算出結果 

 

2050 年の S3 の算出結果は，aijの値を変化していな

いものは 0.56，aijの値を最小にすると 0.52となった．

そして，aijの値を最大にした S3 の算出結果は 0.66 と

なった． 

また，中東地域の aijを最大値に変更すると S3 の値

は大きく増加するが，最小値に変更した場合の値は変

更前の値と大きな差は現れなかった．これは，中東地

域の生産安定性がもともと低いためであったと考えら

れる． 

 

５．結論・課題 

(1)結論 

分析結果より，日本のエネルギー安全保障の水準を

向上させるためには，社会シナリオにより変化するエ

ネルギー需要量の高さ・エネルギーを安定して生産す

る国からエネルギーを輸入することよりも，温室効果

ガス排出量削減に向けたエネルギー需給に関する行動

の水準を向上させることがより効果的であることが示

された． 

今後は，現在の日本の社会像を大きく転換しなくて

もエネルギー安全保障の水準の向上を見込むことがで

きる．しかし，社会像を転換させない代わりに，再生可

能エネルギーでの発電量を増加させ化石燃料への依存

度を下げるといった温室効果ガス排出量の削減に向け

たエネルギー需給状況に関する最大限の努力が必要に

なると考えられる．社会像と化石燃料の使用削減など

の努力のどちらも現状のままの水準であれば，エネル

ギー安全保障の水準が向上する可能性は低いと考察す

る． 

(2)今後の課題 

 本研究では，エネルギー安全保障の評価において，

エネルギーを確保する際に必要な価格の面を考慮して

いない．そのため，評価指標に価格の側面を考慮する

評価軸を組み込む必要がある． 

また，算出結果の比較にあたり，社会シナリオやレ

ベル・各国の資源生産安定性をいくつかの組み合わせ

で使用し，考えられるすべての組み合わせを分析に用

いらなかった．より多くの側面からエネルギー安全保

障について研究するためには，より多くの要因を組み

合わせることが必要である．さらに，将来のエネルギ

ーの国別の輸出入に関する変数を固定していることも

今後の課題と考えられる． 

そして，Ang et al. (2015)12)が示しているように，エネ

ルギー安全保障について，定義が幅広い考えことを考

慮することも必要である．本研究では，原子力による

発電量の増加によって化石燃料の供給量が減少するこ

とで，エネルギー安全保障の評価の向上に寄与するこ

とが示された．しかしながら，より幅広い考えを含ん

だエネルギー安全保障について考察するためには，原

子力発電を単なる準国産エネルギーと扱わず，事故発

生のおそれがあるといった危険性の部分を加味して分

析することがより望ましい．  
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第一章 序論  

1-1 背景・論点 

 日本のエネルギー自給率は年々減少し，2014年には過去最低値である 6%に達した（図 1-

1）1)．日本はエネルギーを供給するために，他国からの輸入に依存している状況にある．こ

の状況では，仮に海外でエネルギー供給にかかわる問題が発生した場合，日本は自立したエ

ネルギー資源の確保が困難になるおそれがある．このような危機に対する考えとして，「エ

ネルギー安全保障」がある． 

 

 

図 1-1 1982年～2014年の日本のエネルギー自給率注 1) 

 

日本がエネルギー政策を重視し始めたのは，1973 年の第一次石油危機がきっかけであっ

た．当時，日本の産業および国民生活は大打撃を受けた．これは，当時の日本が一次エネル

ギー供給の 77%を石油に依存していたためである 2)．これを受け，日本はエネルギーの安定

供給を最優先したエネルギー政策を展開するようになった．その後，1980 年代にエネルギ

ーコストの低減・環境保全の考えがエネルギー政策の柱に追加され，現在に至っている 2)． 

2014 年に閣議決定された第 4 次エネルギー基本計画では，エネルギー政策の基本方針と

して，「3E（Energy Security・Economic Efficiency・Environment）」という基本的な視点に，安

全性の確保「S（Safety）」の視点，国際的な視点および，経済成長の視点を加味したエネル

ギー安全保障の考えの重要性が改めて示された 1)．さらに，2015 年に経済産業省が策定し

た長期エネルギー需給見通しでは，再生可能エネルギーを最大限に導入し，海外から安定的

かつ安価にエネルギー資源を調達する体制の構築が 2030 年までに必要であるとされた 1)．

また，海外の取り組みでは，ドイツにて 2010年から，気候変動問題や原子力発電のリスク

を回避するために，一部地域において再生可能エネルギーのみでエネルギーを全て供給す

るエネルギー自立地域づくりが行われている 3)． 
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エネルギー政策と密接に関連し，並行して重視されている政策に，地球温暖化問題の解決

に向けた低炭素社会の実現がある．地球温暖化問題は世界共通の政策課題であり，1997 年

の京都議定書など，各国で低炭素社会の実現に向けたさまざまな取り組みが行われている．

2015年に採択されたパリ協定では，21世紀後半に温室効果ガス排出量と吸収量を均衡させ

ることを目標として，途上国を含めた参加国すべてに対して CO2 の排出量削減目標の作成

と提出およびその達成のための対策をとることが義務付けられた 4)． 

低炭素社会の実現とエネルギー安全保障の向上の関連について述べると，2011 年に双方

の関連について関心が寄せられた．これは，同年に発生した東日本大震災による福島第一原

子力発電所の事故を受け原子力発電所が停止されたことに伴ったものである．その後，低炭

素社会の構築にエネルギー供給の安定の重要性が加えられた 5)．さらに，2013 年以降の地

球温暖化対策・施策に関する政府検討会では，2050 年までに温室効果ガスを 80%削減でき

るような日本の将来像について検討され，自国のエネルギー供給の脆弱性について，低炭素

社会の実現に関わる課題であるとされた 6)． 

先行研究では，エネルギー安全保障について，以下のような分析が行われている．山田

（2007）2)は，日本のエネルギー安全保障についての先行研究には定量的な評価がなされて

いるものが少ないことを指摘し，エネルギー安全保障の評価に関する評価軸「安定供給の確

保・環境への適合・経済性」の達成度を定量的に示す評価指標「エネルギー利用効率・安定

輸入・供給構造・経済への影響」を設定し，総合的かつ定量的に日本の水準を評価した．先

進諸国と比較した結果から，日本のエネルギー安全保障は着実に改善しつつあるが，2007年

時点では先進諸国中で平均以下の水準であることが示された．さらに，エネルギー安全保障

の水準を最大化させる原子力発電の割合について，エネルギー供給の 60%に達するまでは

水準の向上に貢献することも示された． 

資源エネルギー庁（2014）7)は，化石燃料の主な調達先である中東や輸送経路であるアジ

アの一部の調達に関するさまざまなリスクが存在することや，各国のさまざまな社会問題

を契機にエネルギーの需給構造は変化しつつあることを示した．そして，この状況の中でエ

ネルギーの調達安定性を高めるために，日本のエネルギー安全保障の程度を定量的に評価

する指標を策定し，試算した．試算より，日本のエネルギー安全保障水準の低さの要因は，

低いエネルギー自給率，高いエネルギーの中東依存度，および地理的条件であることが明ら

かにされた．そして，エネルギー安全保障の水準は 2011年の震災後の原子力発電の稼働停

止により悪化していることも示され，今後の水準の向上には紛争頻度が低い国からのエネ

ルギーの輸入が必要であることも示された．海外からのエネルギー資源供給の不確実性へ

の対応には，適切な供給の分散，各燃料リスクの低下，および価格の低廉化が重要であり，

これらの実現にはエネルギー調達国の多角化が大きく貢献することが挙げられた． 

藤野ら（2007）4)は，一定の十分なサービスを国民に供給できる経済成長の下で，2050年

の日本の CO2排出量を 1990 年比で 70%削減できる技術的な可能性があるかを分析した．2

つの社会シナリオを用い，2050 年の一次・二次エネルギー量と CO2排出量を予測したとこ
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ろ，2007 年時点で行われている施策の組み合わせでも，CO2排出量 70%削減を実現できる

可能性があることが示された．しかし，実現のためには，低炭素社会構築に向けた徹底的な

対策を行うことが必要だと述べている． 

Matsumoto et al. (2016)8)は，気候変動に関する政府間パネルが採択した気候変動に関する

2 つのシナリオと気候変動政策が含まれていないシナリオを用いて，2100 年までのエネル

ギー構造の変化を分析し，気候緩和とともにエネルギー安全保障の水準が向上することを

明らかにした． 

上記のような状況から，日本のエネルギー政策においてエネルギー安全保障の考えは，低

炭素社会の構築と密接に関連し，並行して実現するべき課題として重要視されている 5),6)．

また，海外の取り組み 3)などを例にして，日本においてもエネルギー安全保障の向上と低炭

素社会の実現のために，自立したエネルギー供給を可能にする社会構造へ転換する必要性

は高い．先行研究では，エネルギー安全保障について定量的な評価が必要とされていること

が述べられており，実際に研究されているが，将来の社会シナリオの違いにより変化するエ

ネルギー需給状況に関する予測値を複数用いて比較されているものは少ない．また，先行研

究において，日本のエネルギー安全保障に関する水準の低さの要因は示されているが，今後

水準を向上させるためには，日本においてどのような社会構造に移行することが効果的で

あるかを示すような将来の予測に関する研究は見当たらない．以上より，今後エネルギー安

全保障の水準を向上するために，将来日本はどのような社会構造へ移行することが望まし

いのかを分析することは重要だといえる． 

 

1-2 目的・意義 

本研究は，低炭素社会の実現に関連する重要な課題であるエネルギー安全保障を高める

ために，必要な社会経済的な要因を明らかにし，将来日本はどのような社会構造へ移行する

ことがエネルギー安全保障の面で望ましいかを示すことを目的とする． 

本研究の意義は，今後のエネルギー政策策定の際に，日本の社会構造の違いにより，エネ

ルギー安全保障の水準がどのように変化するかを示す資料となることである． 

 

1-3 論文の構成 

 本論文の構成は以下の通りである． 

第二章では研究方法について，第三章では分析結果と結果に基づく考察について述べる．

そして第四章では，第三章までのまとめ，および本研究の結論と今後の課題について述べる． 

 

［注］ 

1) 原子力エネルギーは国産エネルギーとして扱っている．  
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第二章 研究方法 

本研究では，社会シナリオの差異により変化するエネルギー安全保障の水準を評価する

ため，社会シナリオごとに算出される将来のエネルギー供給に関する予測値をもとにエネ

ルギー安全保障の評価指標の値を算出する． 

2-1では本研究で扱うエネルギー安全保障の評価軸について述べる．社会シナリオごとに

示される将来の予測値の算出には，2-2で説明する「2050低炭素ナビ」1)を用いる．2-3では

評価指標について述べ，2-4 では使用するデータについて説明する．そして，2-5 では分析

の手順について述べる． 

 

2-1 本研究で扱うエネルギー安全保障の評価軸 

 経済産業省は，エネルギー安全保障を「国民生活，経済・社会活動，国防等に必要な量の

エネルギーを，受容可能な価格で確保できること」と定義している 2)．しかし，エネルギー

安全保障は概念が形成されて以降，当時のエネルギー情勢などに応じて概念が変化してい

る．Ang et al. (2015)3)は，2001年から 2014年までの 104件の調査をもとに，エネルギー安

全保障の定義は，その考えが示される状況に応じて意味が変わる幅広い考えであることを

示している．政策文書のなかでエネルギー安全保障の言葉を初めて使用した欧州エネルギ

ー政策調査団報告（1961年）では，エネルギー安全保障を「エネルギーの供給確保」と論じ

た 4)．その後，1970年代にはエネルギー供給における緊急時体制の整備のために，「長期的

な安定供給の確保」という概念に変化した 4)．そして，1990年代では地球温暖化をはじめと

する環境問題を受け地球環境保全への関心が高まり，エネルギー資源の制約という考えも

加えて論じられている 4)．また，松原（2016）5)は，エネルギー安全保障の定義について，

安定したエネルギー供給であると述べたうえで，原子力発電に頼らずに化石燃料への依存

を下げることが，エネルギー政策の面で本来重要であると示している． 

これらの考えを踏まえ，本研究ではエネルギー安全保障を定量的に評価するため，供給す

る一次エネルギー源の多様性・エネルギー源調達国の多様性・調達国の資源生産安定性の 3

点を評価軸として用いる． 

 

2-2 2050低炭素ナビ 

2-2-1 社会シナリオの特徴 

本研究の分析に用いる 2050低炭素ナビ（以下，低炭素ナビ）とは，地球環境戦略研究機

関・国立環境研究所によって提供されているツールである．低炭素ナビでは，社会シナリオ，

および社会シナリオの条件に基づいて設定するエネルギー需給状況・人々の行動などの程

度に関するレベルにより，2010～2050年（5年ごと）のエネルギー供給構造などの予測値を

算出することができる．低炭素ナビ内で用いられる社会シナリオとは，2013 年の政府検討

会 6)で使用された 5種類を指している（表 2-1）．なお，上記の社会シナリオごとに設定され

ている条件の差異として，GDP や資源生産量（粗鉄，セメント，エチレン，紙・板紙）の値
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がある． 

本研究では 2050年低炭素ナビから将来のエネルギー供給構造などの予測値を算出し，指

標に用いる．本研究において各社会シナリオを取り上げる際は，それぞれの社会シナリオを

ものづくり統括拠点（R&D）社会，メイドインジャパン（MIJ）社会，サービスブランド（SB）

社会，資源自立（RI）社会，分かち合い（Share）社会と呼ぶ． 

 

表 2-1 政府検討会 6)で用いられた社会シナリオ 

社会シナリオ 経済発展 特徴 

ものづくり統括拠点（R&D）社会 海外を拠点とした製造

業により成長する 

先端的な技術開発力を持ち，海外

の売り上げにより経済発展する．

トップレベルの技術力の維持のた

めの大きな投資が必要とされる． 

メイドインジャパン（MIJ）社会 国内を拠点とした製造

業により成長する 

海外向けに日本製の付加価値が高

い製品を製造する．競争力の維持

のため労働者の給与が抑制され，

為替変動にも強く影響を受ける． 

サービスブランド（SB）社会 外国人向けのサービス

業により成長する 

高品質なサービスを追求し，海

外・訪日外国人の消費により経済

成長する．国内の富裕層のみがそ

のサービスを使用できる． 

資源自立（RI）社会 資源自立を目指し，第

一次産業が中心となる 

エネルギーや資源，食料などを可

能な限り国内でまかなう．コスト

の高い資源を使用し，国内調達で

きない資源が入手困難となる． 

分かち合い（Share）社会 産業発展は望まない 新たな価値観の下，時間的に余裕

のある生活を重視する．経済的に

貧弱であり，全シナリオ中で生活

水準が最も低下する恐れがある． 

 

2-2-2 使用するレベルの組み合わせ 

低炭素ナビ上で設定できる項目は，産業・生活部門（運輸・家庭・業務・産業），エネル

ギー構成部門（原子力発電・火力発電・再生可能エネルギー），CO2回収・貯留部門の 3 つ

に分類されている 1)．本研究では，産業・生活部門，エネルギー構成部門に該当する項目を

分析に扱う．項目のレベルは，表 2-2 に示される考え方をもとに 5 段階に設定されている． 

本研究の分析には，3種類のレベルの組み合わせを用いる．1つ目は，温室効果ガス排出

量削減に向けて，現状以上の努力をしないレベル 1である．2つ目は実現可能性が少なから

ずあり，温室効果ガス排出量削減に向けて最大限の改善努力をしているレベル 4である．レ

ベル 5は物理的・技術的な限界に挑む努力の程度を示しており，実現可能性がほとんどない

と考え選定しなかった．そして 3つ目は，長期エネルギー需給見通し 7)で示されている 2030

年時点でのエネルギー需給状況注 1)に沿って調整したレベル（以下，調整レベル）である．

調整レベルの組み合わせは，実際に日本政府が示している計画に沿ったエネルギー需給状

況で分析し，他の結果と比較するために構築した．調整レベルの構築には，MIJ 社会を選定

し各項目のレベルを調整した．選定理由については 2-2-3，調整レベルの構築については 2-
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2-4で説明する．  

 

表 2-2 低炭素ナビのレベル説明 1) 

レベル 努力の程度 

1 
努力なし（エネルギーシフトなし，技術進展なし，現行

の消費行動） 

2 レベル 1よりも大きな努力 

3 レベル 2よりも大きな努力 

4 
大きな努力（再生可能エネルギーの使用増加，先進技術，

単位当たりのエネルギー需要減少） 

5 
物理的・技術的な限界に挑む努力（再生可能エネルギー

が中心） 

注）すべての項目において，1 から 5 までのレベルが設けられている

とは限らない． 

 

2-2-3社会シナリオの選定 

次に，低炭素ナビのエネルギー需給状況および人々の行動等に関するレベルの変更によ

る結果の差異を確認するため，1 つの社会シナリオを選定し，レベル 1・4・調整レベルにお

けるエネルギー安全保障の評価指標を算出し，結果を比較した．社会シナリオの選定には，

現時点における政府計画である「長期エネルギー需給見通し」で示されている GDP 成長率

や各資源生産量の予測値を比較した． 

長期エネルギー需給見通しでは 2030年までの予測値が示されているため，2030年時点で

の予測値を比較に用いた．長期エネルギー需給見通しと各社会シナリオの各項目の比較結

果は図 2-1 のとおりである．図 2-1 より，長期エネルギー需給見通しで示されている GDP

および資源生産量の予測値と最も近似している MIJ 社会を選定し，分析に用いる．また，

MIJ 社会は社会シナリオのなかで最も GDP が高く資源生産量が多い社会であることがわか

る． 
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図 2-1 各社会シナリオと長期エネルギー需給見通しにおける 2030年の GDP 予測値 

および各資源生産量の比較 

 

2-2-4 調整レベルの設定 

本研究で用いる調整レベルの組み合わせは，長期エネルギー需給見通しで示されている

2030年時点でのエネルギー需給状況に沿って構築した． 

調整した項目およびそれぞれのレベルは表 2-3，2-4 に示すとおりである．低炭素ナビで

は CO2回収・貯留部門のレベル設定も可能であるが，本研究では設定していない．  

 

表 2-3 低炭素ナビにおけるレベル変更可能なエネルギー供給に関する項目 

部門 項目 レベル 

原子力発電 
既存原子力発電の再稼働 4 

原子力発電所の新設 2 

火力発電 火力発電所の燃料構成 1 

再生可能エネルギー 

太陽光 3 

陸上風力 2 

洋上風力（着床式・浮体式） 2 

中小水力 1 

地熱 1 

海洋 1 
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表 2-4 低炭素ナビにおけるレベル変更可能なエネルギー需要に関する項目 

部門 項目 レベル 

運輸 

旅客輸送量と手段 4 

ゼロエミッション旅客輸送技術へ

のシフト 

4 

ゼロエミッション旅客輸送技術の

選択 

4 

旅客輸送のバイオ燃料混合比率 4 

貨物輸送手段 4 

ゼロエミッション貨物トラック技

術へのシフト 

4 

貨物輸送のバイオ燃料混合比率 4 

家庭 

住宅のエネルギー消費管理 4 

住宅の断熱性能 4 

家庭用暖房機器の電気率 4 

家庭用冷暖房機器のエネルギー効

率 

4 

家庭用給湯技術の選択 4 

家庭用給湯機器のエネルギー効率 4 

家庭用太陽熱給湯機 4 

世帯当たりの調理・照明・家電用エ

ネルギー需要 

4 

世帯当たりの調理・照明・家電用エ

ネルギー効率 

4 

産業 

産業部門の工業生産高当たりのエ

ネルギー源単価 

4 

産業部門におけるエネルギーミッ

クス 

4 

 

2-3 指標 

本研究では，Lehr (2009)8)の指標を用いて，エネルギー安全保障の評価指標（S1・S2・S3）

を構築した（式（2-1, 2-2, 2-6））． 

 

𝑆1 = − ∑ 𝑝𝑖𝑙𝑛(𝑝𝑖)
𝑁

𝑖=1
 

(2-1) 

𝑆2 = − ∑ 𝐶2𝑖𝑝𝑖𝑙𝑛(𝑝𝑖)
𝑁

𝑖=1
 

(2-2) 

ただし，  

𝐶2𝑖 = (1 − 𝑖𝑚𝑖 (1 −
𝑠𝑚2𝑖

𝑆𝑀𝑖
)) 

(2-3) 

 𝑠𝑚2𝑖 = − ∑ 𝑚𝑖𝑗𝑙𝑛(𝑚𝑖𝑗)
𝑀

𝑗=1
 

(2-4) 

𝑆𝑀𝑖 = −𝑀
1

𝑀
𝑙𝑛

1

𝑀
 

(2-5) 

𝑆3 = − ∑ 𝐶3𝑖𝑝𝑖ln(𝑝𝑖)
𝑁

𝑖=1
 

(2-6) 

ただし，  

𝐶3𝑖 = (1 − 𝑖𝑚𝑖 (1 −
𝑠𝑚3𝑖

𝑆𝑀𝑖
)) 

(2-7) 
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 𝑠𝑚3𝑖 = − ∑ 𝑎𝑖𝑗 ∗ 𝑚𝑖𝑗ln (𝑚𝑖𝑗)
𝑀

𝑗=1
 

(2-8) 

pi: 各一次エネルギー注 2)の供給割合，imi: 各エネルギー源の輸入依存度，mij: 各エネルギー源

の輸入元国ごとの輸入割合，aij:資源生産安定性（iは石油・石炭・天然ガスに適用している），

i: エネルギー種，N: 一次エネルギー種の総数，j: 輸入国，M: 輸入国総数 

 

S1 は供給するエネルギー源の多様性によってエネルギー安全保障を評価できる指標であ

り，多様な一次エネルギーによりエネルギーが供給されていると S1の値が高くなる．S2は

S1 にエネルギー輸入割合や輸入元の多様性を考慮したものである．多様な一次エネルギー

によるエネルギー供給がなされつつ，多様な国からエネルギー源を輸入していると S2の値

は高くなる．そして，S3は S2に輸入国の資源生産安定性を考慮したものである．多様な一

次エネルギーを供給しており，かつ多様な供給国からエネルギーを輸入し，さらに各供給国

の資源生産安定性が高いと S3の値が高くなる． 

なお，S3の計算に用いる資源生産安定性 aijは，資源エネルギー庁による資源生産安定性

の算出方法 9)に基づき算出した．値の算出手順は以下の通りである．まず，U.S. Energy 

Information Administration が提供する各化石燃料の年別生産量の最新 5年間（2010～2014年）

のデータを用いて求めた標準偏差と平均値から変動係数を算出する．そして，変動係数の値

を 0～1 の範囲で正規化する．すなわち，5 年間の資源生産量の変動が大きいほど，変動係

数の値は高くなる．最後に，資源生産量の変動が小さいほど変動係数を高くさせるため，1

から正規化した変動係数の値を引き，大小関係を反転させる．以上より，aijの値が大きいほ

ど，供給国の資源生産安定性が高いと判断できる． 

定義より，指標より算出される値は，S1・S2・S3の順で小さくなると定義できる．本研究

では，エネルギー安全保障の評価について，本研究の定義で示しているすべての評価軸を含

んだ S3 の算出結果を主に考察に用いる． 

 

2-4 使用するデータ 

評価に使用する将来のエネルギー供給に関する予測値（変数 pi の算出に用いる）および

各エネルギーの輸入量総量（変数 imiの算出に用いる）は，低炭素ナビの算出結果を用いる．

低炭素ナビで算出できない石油・石炭・天然ガスの輸入国ごとの輸入量（変数 mijの算出に

用いる）には，エネルギー経済研究所計量分析ユニットが提供している最新 5 年間（2010～

2014年）の統計情報 10)の平均値を用いる．同様に，低炭素ナビで算出できない国別の石油・

石炭・天然ガスの生産量（変数 aijの算出に用いる）には，U.S. Energy Information Administration

が提供するデータの最新 5 年間（2010～2014 年）の値 11)を用いる．また，過去のエネルギ

ー安全保障を評価する際に使用する，日本の一次エネルギー供給構成・エネルギー輸入量に

関しても，統計情報 10),11)を使用する． 
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2-5 分析の手順 

 本研究は 4 つの分析手順から目的を達成する．まず，過去（1982～2013 年）のエネルギ

ー安全保障の評価を行い，これまでの値の変化を確認し，将来の予測値による評価結果との

比較に用いる．次に，低炭素ナビのレベルを調整レベルに設定したうえでエネルギー安全保

障の評価指標 S1・S2・S3を算出し，5つの社会シナリオによる算出結果の違いを比較する．

次に，MIJ 社会を選定し 3 種類のレベル（レベル 1・4・調整レベル）における S1・S2・S3

をそれぞれ算出し，レベルによる算出結果の違いを比較する．最後に，中東地域の資源生産

安定性を表す値を変化させ，輸入国の資源生産安定性の変化による算出結果の違いを比較

する．以上の分析をもとに考察し，エネルギー安全保障を高める社会経済的な要因を明らか

にする． 

 

［注］ 

1) 一次エネルギー構成，エネルギー需要，電源構成，電力需要の状況を指す． 

2) 石炭，石油，天然ガス，原子力，太陽光，風力，バイオマス，水力，地熱，海洋エ

ネルギーを指す． 
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第三章 分析結果・考察 

 本章では，分析結果と各結果に対する考察を述べる．3-1では過去のエネルギー安全保障

の評価について述べ，3-2 では社会シナリオ間の評価指標の算出結果について述べる．3-3で

は，低炭素ナビのエネルギー需給に関するレベルの違いによる評価指標の算出結果につい

て述べ，3-4 では各国の資源生産安定性の変化による結果について述べる．最後に，3-5 で

は全体的な考察について述べる． 

 

3-1 過去のエネルギー安全保障の評価 

 これまでの日本のエネルギー安全保障の水準の変化を見るため，1982～2013 年の S1・S2

および 1990～2013 年の S3 をそれぞれ算出した．S3 に関しては，石炭・石油・天然ガスの

生産量のデータが手に入った 1990年から値を算出した．結果は図 3-1の通りである． 

 

 

図 3-1 1982～2013年の S1・S2および 1990~2013年の S3の算出結果 

 

 2013 年の S3 の値は 0.32 であった．また，S3 の最大値は 1993 年の 0.55，最小値は 2012

年の 0.31であった． S1・S2・S3すべての値は 2010 年に最大値に達したが，翌年から値は

低下し，2012 年に大幅に低落して最小値にまで落ち込んだ．なお，翌 2013 年の S3 の値は

少し上昇し 0.32 となった．これは，東日本大震災の影響による福島第一原子力発電所の事

故を受け，原子力発電による発電量が激減したためである． 

 

3-2 社会シナリオ間の比較 

 低炭素ナビに用いられている各社会シナリオごとのエネルギー構成，および指標の算出

結果の違いを比較するため，低炭素ナビのレベルを全て調整レベルに設定し，S1・S2・S3を

算出した．社会シナリオごとの 2050 年のエネルギー構成の予測値は図 3-2，各指標の算出

結果は図 3-3の通りである． 
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図 3-2 社会シナリオ（調整レベル）における 2050年の一次エネルギー構成 

   

 

図 3-3 各社会シナリオ（調整レベル）における S1・S2・S3の算出結果 

 

 図 3-2から，2050年の一次エネルギー構成において，MIJ 社会が化石燃料（石炭・石油・

天然ガス）の割合が最も高く，84.80%となった．また，MIJ社会における太陽光，風力，バ

イオマス，水力，地熱といった再生可能エネルギーの割合は 12.68%であり，5 つの社会シナ

リオのなかで最も低くなった．一方，化石燃料の割合が最も低くなったのは Share 社会で，

構成割合は 75.59%であった．そして，Share社会における再生可能エネルギーの構成割合は
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20.25%であり，社会シナリオのなかで最も高くなった．そして，原子力の構成割合が一番高

い社会シナリオは Share 社会の 4.16%，一番低い社会シナリオは MIJ 社会の 2.52%となる． 

 図 3-3 から，2050 年の S3 の値が大きい順の社会シナリオは，Share 社会の 0.76，RI社会

の 0.67， R&D 社会の 0.66，SB 社会の 0.65，MIJ社会の 0.56となる． 

 さらに，各社会シナリオにおける GDP の予測値を示し（図 3-4），比較した．2050 年の

GDP は MIJ の社会 858兆円，R&D 社会の 826兆円，SB の社会 761兆円，RI社会の 631兆

円，Share社会の 421兆円となった． 

 

 

図 3-4 各社会シナリオにおける GDP の予測値 

注）社会シナリオにより設定される GDP の予測値は，レベルの違いによって変化しない． 

 

 これらの結果から，S1・S2・S3の評価指標全般の算出において GDP が大きくなるほどエ

ネルギーの使用量が増加し，エネルギー安全保障の評価を低下させる傾向があることが示

された．これは，GDP の値が大きいほど，一次エネルギー構成における石炭，石油，および

天然ガスの供給量が増加する傾向があるためと考えられる．低炭素ナビの計算上，再生可能

エネルギーの供給量は再生可能エネルギーの導入量に関するレベルでのみ決定されており，

社会シナリオによって変わらない．一方，社会シナリオによってエネルギーの需要量は変わ

る．低炭素ナビでは，再生可能エネルギーで不足するエネルギー供給量を化石燃料で埋め合

わせる．そのため，エネルギーの需要量が増加するほど，化石燃料の供給量が増加すること

になる．したがって，GDP の値が大きいほど，エネルギーの需要量が増加するため，GDP

の値が大きい社会シナリオほど化石燃料の供給量が増加する． 

 

3-3 低炭素ナビのエネルギー需給に関するレベルの違いによる比較 

 MJI社会を選定したうえで，低炭素ナビのレベル 1・4・調整における S1・S2・S3をそれ

ぞれ算出した．結果は図 3-5の通りである． 
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図 3-5 MIJ 社会のレベル 1・4・調整の S1・S2・S3の算出結果 

 

結果から，レベル 1 での S3 の値は徐々に低下する傾向にあり，S3 の 2050 年の値は 0.26

という本研究での算出結果のなかで最も低い数値に落ち込んだ．この値は 3-1 で示した過去

最低値である 2012 年の S3 の値 0.31 よりも低いことがわかる．レベル 1 のエネルギー構成

は，原子力発電とバイオマスによる火力発電がなく，再生可能エネルギーによる発電量は現

状維持である．そのため，レベル 1の状況は，エネルギー供給において化石燃料に大きく依

存する．このことから，今後，温室効果ガス排出量削減に向けたエネルギー需給に対する努

力がなされなければ値が下がり続け，過去の日本のエネルギー安全保障の最低値よりも低

い値となる．一方，レベル 4 での S1・S2・S3 の値は上昇傾向にあり，S3 の 2050 年の値は

1.13に達した． 

このことから，社会シナリオの中で最もエネルギー安全保障の指標の値が低い MIJ 社会

でも，今後温室効果ガスの排出削減に向けたエネルギー需給に対する努力のレベルを上げ

れば，社会シナリオの中で最もエネルギー安全保障の指標の値が高い Share社会での調整レ

ベルの場合の算出結果に近づくことが出来ることが示唆された． 

社会シナリオの差異により，2050年の調整レベルの S3の値はMIJ 社会の 0.56 から Share

社会の 0.76 まで上昇するが（図 3-3 を参照），レベルを調整レベルから 4 に変更すると，

2050年の MIJ 社会の S3 の値は 0.56から 1.13に上昇する．レベル 4 のエネルギー構成は，

既存の原子力発電所が再稼働し，2035 年以降に新設炉の運転も開始されるほか，バイオマ

ス発電が火力発電の 30%導入され，再生可能エネルギーによる発電量は現状の 4～10 倍お

よび新たに 1400～1750 万 kWの設備が導入される状況である．そのため，化石燃料による

発電に依存する必要性は減少し，評価指標に影響を与えたと考えられる．以上より，経済発
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展の方向性や産業の違いを表す社会シナリオよりも，温室効果ガス排出量削減のためのエ

ネルギー需給に対する努力の程度が結果に大きく影響を与えるといえる． 

調整レベルの S1・S2・S3 の値はいずれも 2030 年まで値が上昇し，2035 年以降からゆる

やかに値が減少する．S3は 2030年に最大値の 0.67 に達するが，2035年に値が低下し，2050

年の S3 の値は 0.56となった．この結果から，実際に日本が示している計画に沿ったエネル

ギー需給状況に合わせた調整レベルよりも，温室効果ガス排出量削減に向けたエネルギー

需給や人々の行動が最大限努力されているレベル 4 の方がエネルギー安全保障の評価を高

めることがわかる．加えて，レベル 4・調整レベルの 2050年の S3の値は，3-1 で示した 2010

年の S3の値 0.31よりも高く，過去最高値である 1993年の 0.55よりも高いことが示された． 

 

3-4 各国の資源生産安定性の変化による結果の比較 

 次に，将来の輸入国の安定性の高さによるエネルギー安全保障の評価の変化を見る．そこ

で，3-2・3-3 で算出した MJI 社会の調整レベルにおけるエネルギー安全保障の評価指標 S3

内の輸入国の安定性の値を変化させる．現時点では将来の各国の安定性を予測することが

できないため，評価指標 S3内の各国の生産安定性を変化させることで，エネルギー安全保

障の評価指標がどのように変化するかを分析する．具体的には，各国の石油，石炭，ガスの

生産安定性 aijの値を変化させた．なお，本分析では中東を aijの値を変化させる地域として

取り上げる．これは，日本のエネルギー供給において石油の占める割合が最も高く，また，

石油の 81.8%（2014年）1)を中東地域から輸入していることから，中東地域の生産安定性の

変化が，エネルギー安全保障の評価に最も影響を与えると考えたためである．全世界の国別

の aijの値を求めたうえで，中東地域の資源生産安定性 aijの値を全世界の最大値・最小値に

なると仮定して結果を比較した．算出結果を図 3-6に示す．        

 

 

図 3-6  MJI社会（調整レベル）の中東地域の aijの値を最大・最小にした S3算出結果 
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 図 3-6から，2050年の S3の算出結果は，aijの値を変化していないものは 0.56，aijの値を

最小にすると 0.52となった．そして，aijの値を最大にした S3の算出結果は 0.66 となった．

また，仮に，MJI社会で中東地域の資源生産安定性が全世界の最大値まで向上すると，評価

指標の値は 2050年時点で約 17.86%増加する． 

そして，中東地域の aijを最小値に変更した場合の S3の値の減少率は 7.14%であった．中

東地域の aij を最大値にした場合よりも最小値にした場合の変化率の方が小さかったのは，

現在の中東地域の生産安定性がもともと低いためであったと考えられる． 

 

3-5 全体的な考察 

本分析より，エネルギー安全保障の評価指標 S1・S2・S3の値を変化させる因子は 3つあ

った．1 つ目は，GDP の値の大きさによって変化するエネルギー需要量である．GDP の値

が小さくなるほど，石炭・石油・天然ガスの供給量が減少する傾向にあるためエネルギー安

全保障の評価指標は増加する． 

2つ目は，温室効果ガス排出量削減に向けた行動の程度である．算出結果より，行動を現

状よりも努力するほど，評価指標の算出結果の値は増加する傾向があった．また，社会シナ

リオの違いによる指標の変化よりも，温室効果ガス排出量削減に向けた行動の程度を変化

させる方が結果に大きく影響を与える傾向にある． 

そして 3つ目は，エネルギー供給国の資源生産安定性である．仮に，MJI社会で中東地域

の資源生産安定性が全世界の最大値まで向上すると，評価指標の値は 2050 年時点で約

17.86%増加する．また，エネルギー供給国の資源生産安定性に関しても，社会シナリオの違

いによる指標の変化よりも結果に影響を与える傾向がある．  

以上より，エネルギー安全保障の評価指標の値を向上するためには，エネルギー需要量が

低く，温室効果ガス排出量削減に向けた行動の程度が高く，エネルギー供給国の資源生産安

定性の値が高いことが貢献する．さらに，分析から，エネルギー安全保障の評価指標の値の

向上には，温室効果ガス排出量削減に向けた行動の程度の高さが最も強く影響を与え，続い

て，エネルギー需要量の低さ，エネルギー供給国の資源生産安定性の値の高さの順に影響を

与えることが示された． 

 

＜参考文献＞ 

1) エネルギー経済研究所計量分析ユニット：データバンク＜http://edmc.ieej.or.jp/＞，2015-
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第四章 結論・課題 

 本章では，まず 4-1 に第三章までのまとめを記す．そして 4-2に本研究の結論を述べ，最

後に 4-2に今後の課題を述べる． 

 

4-1 第三章までのまとめ 

本研究では，まず，過去（1982～2013 年）のデータをエネルギー安全保障の評価指標に

用いて算出した S1・S2・S3の値の変化を示した．S3は 1993年に最大値 0.55に達したのち，

ゆるやかに値が減少し続け，2012年に値が大きく減少し最小値 0.31にまで落ち込んだ．な

お，翌 2013年の S3の値は少し上昇し 0.32であった．2012年の値が減少した理由は，東日

本大震災による福島第一原子力発電所の事故を受け，原子力による発電量が激減したこと

によるものである． 

次に，低炭素ナビのレベルを調整レベルに設定したうえで S1・S2・S3の算出結果を示し，

5 つの社会シナリオによる算出結果の違いを比較したところ，社会シナリオによって設定さ

れている GDP の値が大きいほど指標の値が減少する傾向にあった．これは，GDP の値が大

きいほど，石炭・石油・天然ガスの供給量が増加することに起因していると考えられる．最

も指標の算出結果の値が高くなる社会シナリオは Share社会であり，MIJ 社会の値が最も低

くなった． 

そして，エネルギー安全保障の向上のためのエネルギー需給に対するレベルの程度の差

異による算出結果の違いを比較するため，MIJ社会を選定し 3種類のレベル（レベル 1・4・

調整レベル）における S1・S2・S3 の算出結果を示した．結果より，2050年のレベル 1の S3

の値は本分析の同指標の算出結果のなかで最も低い水準であった．これは，レベル 1のエネ

ルギー構成が化石燃料による発電に大幅に依存する必要があることが結果に影響を与えた

と考えられる．また，調整レベルによる算出結果はレベル 4の値より低くなった．これは，

調整レベルで設定されている各項目のレベルが，レベル 4 の各項目のレベルより低いため

だと考えられる．したがって，長期エネルギー需給見通しで示されているエネルギー安全保

障の向上に向けたエネルギー需給に対する努力は，温室効果ガス排出量削減に向けた実現

可能性がある中の最大限の努力よりも，努力の程度が低いといえる．さらに，MIJ 社会の各

レベルの 2050 年の S3 の値を過去の値と比較したところ，レベル 1 では過去最低値である

0.31（2012年）よりも低くなる．一方，レベル 4・調整レベルでは，過去最高値である 0.55

（1993年）よりも高い値になることが示された． 

最後に，中東地域の資源生産安定性を表す値を変化させ，輸入国の資源生産安定性の変化

による算出結果の違いを比較した．中東地域の aijを最大値に変更すると S3 の値は 17.86%

増加するが，最小値に変更した場合の値の減少率は 7.14%であった．このことから，各国の

資源生産安定性が向上した場合，資源生産安定性が低下した場合よりも，評価指標から算出

される値が大きく変化することを確認した．  
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以上の分析結果より，本研究においてエネルギー安全保障の評価の向上には，エネルギー

需要量が低く，エネルギー安全保障の向上に対する行動の程度が可能な限り高い水準であ

り，輸入国の資源生産安定性が高いことが貢献することが示された．そして，本研究でエネ

ルギー安全保障の評価に変化をもたらすことを明らかにした，社会シナリオの違い・温室効

果ガス排出量削減に向けた行動の程度・中東の資源生産安定性による値の変化の違いを比

較すると，社会シナリオの違い・中東の資源生産安定性の高さよりも，エネルギー安全保障

の向上に対する行動の程度による算出結果の値の変化が大きかった． 

 

4-2 結論 

分析結果より，日本のエネルギー安全保障の水準を向上させるためには，社会シナリオに

より変化するエネルギー需要量・エネルギーを安定して生産する国からエネルギーを輸入

させることよりも，化石燃料の供給量を減少させることがより効果的であることが示され

た． 

 社会シナリオのみの差異による算出結果を比較すると，エネルギー安全保障の向上のた

めには，社会シナリオとして Share 社会を採択することが最も望ましい．しかし，Share 社

会は産業発展を望まず，最も生活水準が低下する恐れがある社会シナリオである．いわばど

の社会シナリオよりも現在の価値観を転換させる必要があり，移行が難しい将来像と考え

られる．一方，MIJ 社会は評価指標の算出結果は最も低くなるが，日本が示している計画に

沿ったエネルギー需給状況に最も近似する社会シナリオであり，移行できる可能性が十分

高い．さらに，MIJ 社会シナリオ上で温室効果ガス排出量削減に向けたエネルギー需給に対

する努力および人々の行動に関するレベルを向上することにより，エネルギー安全保障の

評価指標を大きく向上することが可能である． 

 以上より，MIJ社会上で温室効果ガス排出量削減に関する努力の程度を可能な限り向上さ

せることが，エネルギー安全保障の水準の向上に貢献する最も実現可能性が高い社会とな

り得る． 

 もし，今後，再生可能エネルギーでの発電量を増加させ化石燃料への依存度を下げるとい

った温室効果ガス排出量の削減に向けたエネルギー需給状況に関する最大限の努力がなさ

れれば，現在の日本の社会像を大きく転換しなくてもエネルギー安全保障の水準の向上を

見込むことができる．しかし，社会像と化石燃料の使用削減などの努力のどちらも現状のま

まの水準であれば，エネルギー安全保障の水準が向上する可能性は低くなる． 

 

4-3 今後の課題 

 本研究では，エネルギー安全保障の評価において，エネルギーを確保する際に必要な価格

の面を考慮していない．そのため，評価指標に価格の側面を考慮する評価軸を組み込む必要

がある．また，算出結果の比較にあたり，社会シナリオやレベル・各国の資源生産安定性を

いくつかの組み合わせで使用し，考えられるすべての組み合わせを分析に用いらなかった．
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より多くの側面からエネルギー安全保障について研究するためには，より多くの要因を組

み合わせることが必要である．さらに，将来のエネルギーの国別の輸出入に関する変数を固

定していることも今後の課題と考えられる． 

そして，Ang et al. (2015)1)が示しているように，エネルギー安全保障について，定義が幅

広い考えことを考慮することも必要である．本研究では，原子力による発電量の増加によっ

て化石燃料の供給量が減少することで，エネルギー安全保障の評価の向上に寄与すること

が示された．しかしながら，より幅広い考えを含んだエネルギー安全保障について考察する

ためには，原子力発電を単なる準国産エネルギーと扱わず，事故発生のおそれがあるといっ

た危険性の部分を加味して分析することがより望ましい． 
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